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あらまし：近年,日本は様々な自然災害に見舞われている.その中で災害直後,多くの人が電話やメールを

用いて家族や友人と安否確認を行うが,通信の輻輳により繋がらないことが課題として挙げられており,

それらを解決するべく様々な安否確認情報システムが開発された.本稿では,安否確認情報システムの認

知度と利用度の面から,現状を確認し,課題点と今後の展望について述べていく.  
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1. はじめに 

災害直後,私たちは共通して家族や友人に安否の確

認や自身の安全を伝えようとする.しかし電話やメー

ルでの安否確認では,電話回線の混雑により繋がらな

いことや,サーバーがダウンし,利用できなくなるとい

う,通信の輻輳,通信の途絶が問題として挙げられる.こ

のような問題を解決するべく,様々な安否確認情報シ

ステムが開発されている.本稿では,安否確認情報シス

テムについて論じた上で,システム利用率の現状と課

題,今後の展望について述べる. 

 

2. モバイル端末の普及と災害時の電話・メール

利用の問題点 

総務省の平成 24年版情報通信白書「災害時における

情報通信の在り方に関する調査」によると⁽¹⁾,東日本大

震災が発生した平成 23 年頃は,モバイル端末の保有率

が固定電話を上回っており,震災直後の安否確認方法

として携帯電話が一番多く,次に携帯メールであった

と分かっている.しかし,数回送信しなければ相手に届

かないといった状況もあり,不安が露呈される結果と

なった.熊本地震が発生した平成 28 年頃はスマートフ

ォンの普及が進み,総務省の「通信利用動向調査」によ

ると⁽²⁾,保有率が全体の 70%を超えていた.その中で無料

通話アプリ「LINE」による安否確認を行う人が急増し

た.「LINE」はインターネットに接続出来ていれば利用

可能なサービスであるが,「LINE」と同様,インターネッ

トを介して利用可能な安否確認情報システムの利用者

が少ないのはなぜなのだろうか. 次章以降では,この現

状について分析した後,アンケート調査からそれらの

普及について考察する. 

 

3. 安否確認情報システムの多様化 

安否確認情報システムとは,自分が安全であること

を伝える,または相手の安全を確認するためのインタ

ーネットを利用したサービスであり,近年様々な安否

確認情報システムが開発されている.本稿ではその中

でも,「Googleパーソンファインダー」と「J-anpi」に着

目して考察する.  

3.1 「Google パーソンファインダー」の概要 

Google LLC が開発し,サービス提供を行っている

「Googleパーソンファインダー」は自分の安否情報の

提供,家族や友人などの安否情報を確認,他人の安否を

提供する場合で活用が可能になるシステムである. 

氏名のみで登録できるため,知人や友人の他,連絡手

段が無くなってしまった高齢者や,被災現場で初めて

会う人の名前も登録が可能である(3). 実際に平成 23 年

に発生した東日本大震災の際には,「Googleパーソンフ

ァインダー2011日本地震」を開設し,最終的なデータの

登録件数が 67 万件にも上っている(4).総務省が平成 24

年に行った調査でのインタビューでは「友人が「Google

パーソンファインダー」に自分の安否情報を掲載して

くれた」とコメントされており安否確認情報システム

の有用性が感じられる. 

また,「Googleパーソンファインダー」のデータベー

スは期間限定で利用できるようになっている.そのた

め,災害後の緊急事態が過ぎ去り,通常通り連絡が取れ

る状況になれば,Google はデータを削除するため,個人

情報が保護され,プライバシーの面でも安心して利用

できることが分かる. 

3.2 「J-anpi」の概要 

NTT レゾナント株式会社が開発し提供している「J-

anpi」は,前サービスとサービス内容は同様である.しか

し,大きな違いとして,「Google パーソンファインダー」

や災害用伝言板(東日本電信電話株式会社,西日本電信

電話株式会社,株式会社ＮＴＴドコモ,ＫＤＤＩ株式会

社,ソフトバンクモバイル株式会社の災害用伝言板の

情報),報道機関,各企業,団体が提供する安否情報を対象

に,氏名,電話番号のいずれかで一括検索及び,結果をま

とめて確認することが可能である⁽⁵⁾.相手がどのサービ

スに登録していても,容易に見つけ出すことができる

点が「J-anpi」を利用する利点だ.しかし,個人における安

否の登録は各携帯電話事業者,もしくは NTT 東日

本,NTT 西日本が提供する災害用伝言板,「Google パー

ソンファインダー」を通して行うため,「J-anpi」の利用

には,自治体や企業など団体での導入が求められる. 

 

4. 安否確認情報システムの認知度・利用度調査 

このように,災害直後に活躍が見込まれる安否確認
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情報システムであるが,実際にどの程度の認知度や利

用状況があるのだろうか.「Googleパーソンファインダ

ー」,「J-anpi」についてのアンケート調査を実施した.本

調査は被験者 113名に対し,令和 3年 1月下旬から令和

3年 2月上旬の期間で実施した.まず,「Googleパーソン

ファインダーという災害時に無料で自分の安否を伝え

る,または家族,友人等の安否を確認することが可能な

サービスがあります.このサービスについて知ってい

ますか？」という質問に対し,知っていると回答した人

は 2.7％であった(図 1). 

次に「j-anpi という Google パーソンファインダーと

同様,無料で安否を確認できるサービスについて知っ

ていますか？」という質問に対しても,知っていると回

答した人が 3.5％と非常に少ない数字であった. 

そして,知らないと回答した人に「Googleパーソンフ

ァインダーというサービスの存在を知って災害時に利

用したいと思いますか？」,「J-anpi というサービスの

存在を知って災害時に利用したいと思いますか？」と

質問したところ「利用はしないが興味はある」と回答

した人が,前者が55%,後者が52.7%でありシステムの認

知度向上が利用度に直接繋がらないということが分か

った.その中でも利用しない理由として,「LINEや電話,

メールで十分だと考えるから」, 「普段から使わないも

ので馴染みがないから」,「安否を確認したい相手が使

うと思わないから」と回答する人が多かった. 

 

 
図 1.Googleパーソンファインダーの認知度調査 

 

5. おわりに 

今回のアンケート調査から,安否確認情報システム

の認知度を向上させた後, いかにして利用を促すかが

課題であることが明らかになった.そして,課題の解決

には,日頃から身近な存在のシステムであることを周

知させることが重要であると推察した.電話やメール,

「LINE」は日常的に利用し,かつ仕組みが単純なため,

災害時にも利用されると言えよう.安否確認情報シス

テムも,それらのサービスと同様,容易に利用できるサ

ービスであると共に,災害時の様々な場面で役立つこ

とを周知させることが重要なのである. 

この点については,利用度向上の第一段階である認

知度を高める方法として,広告が優れていると考える. 

例えば ,新型コロナウイルスの接触確認アプリ

「COCOA」は,スーパーやファミリーレストランのア

ナウンス,テレビ CM でダウンロード,利用を促してお

り,令和 3年 2月 12日の段階で約 2,518万件ダウンロー

ドされている(6).このように広告による認知度の向上は

効果的だといえる. 

その後,利用度に繋げる方法として,市町村との連携

も有能であると考える. たとえば千葉県流山市では,「J-

anpi」を提供する NTTレゾナント株式会社と協力協定

を提携しており,本人の同意を得られた避難者名簿情

報を,「J-anpi」に登録し,家族や友人,または学生,社員の

安否の確認を行えるように提携している(7).このように,

自分で登録する以外にも,市町村と連携し,市町村が登

録の補助をすることも利用度の向上に繋げる一つの策

であると考える. 

そして,最も重要なことは安否確認情報システムを

用いて家族や周囲の住民との連携が取れるような体制

を整えておくことだと考える.自分の安否を伝えたい,

もしくは安否を確かめたい相手が,お互いに利用する

ことで安否確認情報システムの存在意義と有用性を感

じることが出来るのである. 

自然災害の発生を止めることは出来ないが事前に対

策できることが数多くある.これから災害に直面した

時に利用できるよう,安否確認情報システムをはじめ,

様々なシステムについて理解し,事前に連絡を取りた

い相手と同じ認識を持っておくことが対策を行う上で

重要なのである.今後,ICT 技術はますます進化し便利

な世の中になる.災害時でも ICTを通して確実に繋がり

たい相手と繋がることができ,安心して暮らせる世の

中の実現に期待する. 
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